
高浜原発についての仮処分決定 避難計画部分

〇２０１６年３月９日 大津地裁決定（原審）住民勝訴
「債務者（電力会社）には、万一の事故発生時の責任は誰が負うのか
を明瞭にするとともに、新規制基準を満たせば十分とするだけでなく、
その外延を構成する避難計画を含んだ安全確保対策にも意を払う必要
があり、その点に不合理な点がないかを相当な根拠、資料に基づき主
張及び疎明する必要があるものと思料する。」

〇同年７月１２日 大津地裁決定（異議審） 原審を維持

〇２０１７年３月２８日 大阪高裁決定（即時抗告審）住民敗訴
「これらの避難計画等の原子力災害対策については、様々な点におい
て未だ改善の余地があり、現に避難訓練を踏まえた改善策等が検討さ
れているものの、その取組み姿勢や避難計画等の具体的内容は適切な
ものであり、不合理な点があるとは認められない。」
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川内原発についての仮処分決定 避難計画部分

〇２０１６年４月６日 福岡高裁宮崎支部決定（即時抗告審）住民敗訴
「現行法制度の下においては、発電用原子炉施設に起因する原子力災害
の発生等に対する周辺住民の避難計画が全く存在しないか又は存在しな
いのと同視し得るにもかかわらずあえて当該発電用原子炉施設を運転等
するような場合でない限り、当該避難計画が合理性ないし実効性を欠く
ものであるとしても、その一事をもって直ちに、当該発電用原子炉施設
が安全性に欠けるところがあるとして、当該発電用原子炉施設を設置、
運転等する原子力事業者による周辺住民等の人格権（生命、身体に係る
権利）に対する違法な侵害行為のおそれがあるということはできないと
解すべきである。
そうであるところ、認定事実によれば、本件避難計画等は、その内容
が防災基本計画及び原子力災害対策指針に適合するものであって、原子
力防災会議において、本件原子炉施設からの距離に応じた対応策が合理
的かつ具体的なものとして定められていることを確認したとして了承さ
れたものであるというのである。」
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伊方原発についての仮処分決定 避難計画部分

〇２０１７年７月２１日 松山地裁決定（原審）住民敗訴
「放射線防護施設において約７日間生活できる量の食糧及び生活物資
等の備蓄及び供給体制は平成２８年７月時点で整備中であること、放
射線防護施設についても、収容可能人数とされる人数を収容すること
ができるかは必ずしも明らかでない施設や、土砂災害警戒区域内にあ
る施設があることなど、債権者らの危惧する点にも理解すべき点があ
り、これらの点については、今後適宜改善が必要であると考えられる。
しかし、予防避難エリアにおいて屋内退避（ケース４）が必要となる
のは、陸路避難、海路避難及び空路避難（ケース１～３）をすること
ができない場合に限られること、自然災害等により避難経路等を使用
した車両等による避難ができない場合は、警察組織、消防組織、海上
保安庁及び自衛隊の実働組織による各種支援（ヘリコプターによる避
難等）が予定されていることを踏まえると、債権者らが主張する点を
踏まえても、本件避難計画が著しく合理性を欠くとまではいえないと
いうべきである。」
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伊方原発についての仮処分決定 避難計画部分

〇２０１７年７月２１日 松山地裁決定（原審）住民敗訴
（つづき）
「ただし、これはあくまでも現時点における状況であって、今後原子
力総合防災訓練が行われる過程等で見いだされた課題を踏まえた本件
避難計画の適宜・適切な修正が行われないような場合には、本件避難
計画が著しく合理性を欠くことになる事態も有り得るのであって、関
係する機関において、今後も継続した訓練及び避難計画を含む原子力
災害対策の見直しが必要となる。」

〇２０１８年１１月１５日 高松高裁決定（即時抗告審） 住民敗訴
「伊方発電所は、抗告人らが指摘するように、佐田岬半島の付け根に
立地しており、住民の中には、高齢者、避難行動要支援者（災害対策
基本法４９条の１０）、幼児・児童等が多数含まれており、わが国の
他の原子力発電所に比較しても、いったん、本件３号機で過酷事故が
発生した場合の避難には困難が予想されるところである。」
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伊方原発についての仮処分決定 避難計画部分

〇２０１８年１１月１５日 高松高裁決定（即時抗告審） 住民敗訴
（つづき）
「運転手等の被ばく量が１ｍ㏜を下回る場合でなければ、避難活動に
協力を要請することができないことが明記されており、この協力態勢
が全面緊急事態でも十分に機能するのかについては疑問がある。」
「予防避難エリア内の住民全員を佐田岬半島外に避難させることがで
きるほどの輸送力が確保されているとは認め難く」
「放射線防護施設は、現在も予防避難エリア内の住民に遠く及ばない
収容能力しかない上、収容可能人数とされる人数を収容することがで
きるかは必ずしも明らかでない施設や、土砂災害警戒区域内にある施
設もあり、不十分との評価は免れないように思われる。」
「もっとも・・・本件避難計画が、存在しないのと同旨し得るような
ものとまでは認められないから、これが合理性ないし実効性を欠くお
それがあったとしても、その一事をもって直ちに、相手方が抗告人ら
の人格権を侵害するおそれがあるとまではいえない。」
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伊方原発についての仮処分決定 避難計画部分

〇２０１９年３月１５日 山口地裁岩国支部決定（原審）住民敗訴
「例えば地震と過酷事故の同時災害となった場合に、債権者らの居住
地の状況からすれば、債権者らが速やかに避難、屋内退避を行うこと
は容易ではないようにも思われる。」
「本件原子炉の運転等によって放射性物質が債権者らの居住地を含む
周辺環境に放出される具体的危険が存在することが疎明されたとはい
えないから、具体的危険性が存在することを前提とする債権者らの上
記主張を採用することはできない。」
「自治体レベルでの対応が困難な事態に至った場合には、原子力災害
対策本部の調整により、必要に応じ全国の実働組織（警察、消防、海
上保安庁、自衛隊）による支援が実施されることとされており、政府
を挙げて、その時々の状況に応じた、全国規模のあらゆる支援が実施
されることとなっている。」

〇２０２０年１月１７日 広島高裁決定（即時抗告審） 住民勝訴
避難計画については新たな判示なし 原審維持
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女川原発についての仮処分決定

〇２０２０年７月１３日 決定（原審）
「（ＩＡＥＡが５層の防護を設定し、各防護レベルが独立して有効に
機能することが不可欠であること、避難計画については災害対策基本
法及び原災特措法に基づいて措置がとられること）これらによれば、
本件２号機において放射性物質放出事故が発生する具体的危険性の有
無という第１層から第４層までの防護レベルとは無関係に、債務者ら
において災害対策基本法及び原災特措法に基づく非難計画の作成、毎
年の検討及び修正の義務を尽くす必要があることは、債権者らの指摘
するとおりである。」
「しかし、債権者らの人格権侵害を理由とする差止請求の可否という
観点からは、本件２号機において放射性物質放出事故が発生する具体
的危険性があることの主張疎明がない以上は、債権者らの生命又は身
体が侵害される具体的危険性の存在は認められないといわざるを得ず、
避難計画の実効性が欠如しているという債権者らの主張に係る事実の
みをもって、債権者らの生命又は身体という人格権が侵害される具体
的危険性があると解することまではできない。」
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8（国会事故調報告書１２１頁）



9（国会事故調報告書１２２頁）



船舶安全法

第一条 日本船舶ハ本法ニ依リ其ノ堪航性ヲ保持
シ且人命ノ安全ヲ保持スルニ必要ナル施設ヲ為スニ
非ザレバ之ヲ航行ノ用ニ供スルコトヲ得ズ

第二条 船舶ハ左ニ掲グル事項ニ付国土交通省令
（漁船ノミニ関スルモノニ付テハ国土交通省令・農
林水産省令）ノ定ムル所ニ依リ施設スルコトヲ要ス

一から五 略

六 救命及消防ノ設備
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航空法

１１条１項

「航空機は有効な耐空証明を受けているものでなけれ
ば、航空の用に供してはならない。」

「耐空証明」

国土交通大臣が、当該航空機が、国土交通省令で定
める安全性を確保するための強度、構造及び性能につ
いての基準等に適合することを認めたときに発するも
の（同法第１０条第４項）。

上記国土交通省令で定める基準

「航空機は、非常着陸の際に、航空機内にある者が
すみやかに脱出できるような設備を有するものでなけ
ればならない。」
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新潟県原子力災害時の避難方法に関する検証委員会

第２回 ２０１８年１月１２日 避難に係る課題を抽出等
第３回 ２０１８年３月２９日 視察（ＰＡＺ内、特別養護老ホーム等）

視察を踏まえた意見交換
第４回 ２０１８年９月１０日 事故情報等の伝達、放射線モニタリング
第５回 ２０１８年１２月２５日事故情報等の伝達、放射線モニタリング

福島第一原発事故時の避難状況について講演

第９回 ２０２０年２月４日 スクリーニング、安定ヨウ素剤の配布

（２０１９年３月 新潟県原子力災害広域避難計画 策定）

第６回 ２０１９年６月４日 事故情報等の伝達、放射線モニタリング、屋内退避
第７回 ２０１９年９月３日 事故情報等の伝達・放射線モニタリングの論点整理

屋内退避、要配慮者防護

（２０１９年１１月８日、９日 新潟県の避難訓練 視察）

第８回 ２０１９年１１月１２日 事故情報等の伝達・放射線モニタリングの論点
整理、屋内退避、スクリーニング、安定ヨウ素剤
配布、防災訓練

第１回 ２０１７年９月１９日 進め方
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新潟県原子力災害時の避難方法に関する検証委員会

第１０回 ２０２０年７月１４日 スクリーニング、安定ヨウ素剤の配布など
第１１回 ２０２０年８月１１日 スクリーニング、安定ヨウ素剤、屋内退避、

新型コロナウイルス感染症対策など
第１２回 ２０２０年９月１０日 安定ヨウ素剤、ＰＡＺ・ＵＰＺの防護措置

災害時の燃料
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事故情報等の伝達・モニタリングについて
現状での委員会の意見

（第８回委員会 配布資料 資料Ｎｏ．１）
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「避難所における新型コロナウイルス感染症への対応の参考資料について」
（２０２０年５月２１日付内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生
活担当）他）


